（R07　冬　府高教　専門部【養護教員部】）
項目Ⅰ－１、Ⅱ－１
○　「令和８年度　国の施策並びに予算に関する提案・要望」の中で、養護教諭の複数配置等の体制の充実が必要不可欠であることから、加配定数の拡充に加え、基礎定数の算定基準の見直し・改善を行うことを要望したところ。

○　府立高校の養護教諭については、生徒数だけを基準として配置するのではなく、各学校の実状に応じて、心身の健康課題を抱える生徒数や、医師や地域の関係機関と連携した継続的な支援の必要性などの要素を踏まえ、複数配置している。

○　養護教諭の労働状況については、ヒアリングや学校訪問等を通じて、実態を把握するとともに、保健教育、健康管理等を養護教諭１人に任せるのではなく、学校全体の組織として対応するよう、校長にお願いしているところ。

○　引き続き、養護教諭の労働状況の実態把握に努めつつ、機会を捉えて校長等に対し、組織的な対応をするよう指導・助言してまいる。
項目Ⅰ－１、２
○　養護教諭については、いじめや不登校、暴力行為など「心身の健康問題」を抱える生徒が多い学校などに複数配置を行ってきたところであり、今年度は54校について複数配置を行った。

○　今後とも各学校の状況を勘案し、適切な配置に努めてまいる。
項目Ⅱ－３
○　耳鼻咽喉科検診・眼科検診を令和４年度から導入したことにより養護教諭には負担をかけていると認識している。

○　引き続き、検診等に係わる新たな業務においては、ヒアリングや学校訪問等を通じて、特定の教員に業務が集中することのないよう、組織的に対応する旨を学校に対して指導・助言してまいる。
項目Ⅱ－５
○　心臓検診３次検査については、令和元年度までは所見のあった生徒に対し、心臓検診３次検査を検診機関に委託し、実施してまいったが、その後、受託いただける検診機関が見つからず、継続して実施することが不可能となり、令和元年度で終了することとした。

○　令和２年度以降は、大阪府立学校心臓検診連絡協議会を設置し、専門医一覧を作成したり、学校生活管理指導票を改良したりするなど、三次検査がなくなっても、必要な医療や検査等を受け、専門医療機関への受け入れがスムーズに行うとともに、少しでも養護教諭の負担が軽減されるよう引き続き、協議してまいる。
項目Ⅲ－１
○　府教育庁では、府立高校の教育相談体制の充実をめざし、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」の中で、公認心理師又は臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーを全ての府立高校に配置している。また、平成21年度より、臨床心理学を専攻している大学院生の実習を府立高校で受け入れ、生徒の心のケアを支援しているところ。

○　また、令和６年度から、不登校生徒の在籍率の高い府立高校に対してスクールカウンセラーの配置回数を大幅に拡充したところ。

○　今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいる。
項目Ⅲ－２
〇　スクールソーシャルワーカー（SSW）については、勤務時間や回数が固定され柔軟な活用ができないという課題があったことから、今年度より大阪府を７つのエリアに分け、各エリアにSSWが週４日勤務するSSW拠点校を設置し、拠点校以外の学校も柔軟かつ即時的にSSWを利用できるよう、拠点校のSSWが管轄エリアの学校を巡回訪問する制度に改めた。

○　また、生徒の困難な状況の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあることから、エンパワメントスクールをはじめ、高等支援学校、高等学校定時制の課程等の一部の学校にはSSWの配置を継続している。

○　加えて、府立学校向けSSW定期相談会の開催や、SSW未配置校へのSSWSVの定期巡回などを実施することにより、すべての府立学校が専門家に相談できる体制を構築したところ。

〇　今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいる。
項目Ⅴ－１
○　妊娠中の養護教諭に対する職務軽減については、平成20年度から軽減措置を行う期間を妊娠判明時からと改善したところであり、引き続き、周知を図ってまいる。

○　また、育児短時間勤務等にかかる代替者についても、措置することとしている。

○　今後とも適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいる。
項目Ⅴ－２
○　学校における休憩時間については、条例等に基づき付与しているところであり、学校職場の実態も踏まえ、適切に運用されていると認識している。

○　休憩時間の適切な運用については、「校長は休憩時間を明示し当該時間に取得できない場合には、他の時間帯に与えるなど、適切な対応を取ること。また、取得しやすい環境づくりに努めること」として各学校に指示しているところ。
項目Ⅴ－１０，１１
○　養護教諭の暫定再任用制度については、皆様と協議を行い運用しているところ。

○　社会保険制度については、国の動向を注視してまいる。

○　65歳への段階的な定年年齢の引上げについては、令和７年８月に年度末年齢59歳の教職員に対し、情報提供・意思確認を行ったところ。
項目Ⅴ－１２
○　生徒の健康情報、来室記録、学校三師等の執務記録などの学校保健関係書類を校務支援システムで管理することを校長会で説明し、現在、試行期間として各学校で活用いただいているところ。

○　今後、それぞれ地域や校種ごとに分けて12月中旬に、養護教諭等、学校保健関係者及び管理職に対して、校務支援システムの使用方法についてオンラインにより説明する予定。
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